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経団連シンポジウム「TPPを活かす」登壇者略歴 

＜基調講演＞ 

 

 鶴 岡 公 二 
（つるおか こうじ） 

 内閣官房TPP政府対策本部首席交渉官 

 

昭和 27 年（1952 年）8 月 10 日生。1976 年に東京大学

法部卒業後外務省入省。在ソヴィエト連邦、アメリカ

合衆国、インドネシア日本国大使館勤務などを経て地

球規模課題審議官、国際法局長、総合外交政策局長を歴任後、2012 年に外務審

議官。2013 年４月に内閣官房 TPP 政府対策本部首席交渉官（現職）に就任。 

 

＜第１部＞ 

モデレータ 

 

 中 島 厚 志 
（なかじま あつし） 

 独立行政法人 経済産業研究所 理事長 

 

1975 年東京大学法学部卒業後、同年日本興業銀行入

行。パリ支店長、パリ興銀社長、執行役員調査部長等

を歴任し、みずほ総合研究所(株)専務執行役員チーフ

エコノミストを経て 2011 年 4 月より現職。その他公

職として財務省・財政制度等審議会財政投融資分科会専門委員。 

2001 年-2011 年 3 月 テレビ東京系列「ワールドビジネスサテライト」レギュラ

ーコメンテーター。著書『統計で読み解く 日本経済 最強の成長戦略』（2013 年

5 月刊）等。 

 

パネリスト 

 

 植 村 憲 嗣 
 （うえむら のりつぐ） 

 三菱電機株式会社 執行役員産業政策渉外室室長 

 

昭和 55 年 神戸大学を卒業後、同年 三菱電機名古屋製

作所営業部に配属。平成８年から三菱電機ヨーロッパ 

ドイツ支店に FA Product Marketing Director として駐在。

平成 14 年 海外産業メカトロニクス営業部長。平成 19 年から７年間ロシアに

勤務し、その間に支社長、現法社長、執行役員を経て平成 27 年４月より現職。  
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 クリストファー・ラフルア 

 在日米国商工会議所（ACCJ）会頭 

 

マクラーティ・アソシエイツの日本におけるシニア ダイ

レクター。DTCC データ・レポジトリージャパン株式会社

会長、LM アソシエイツ代表を兼務。モーリーン&マイク・

マンスフィールド財団の理事も務める。 

1973 年米国国務省入省。在日米国大使館首席公使、米国

国務省東アジア・太平洋地域担当主席次官補、将来の日米および米韓同盟を協

議する米国国務省チーム座長等を歴任し、2004 年から 2007 年まで駐マレーシ

ア米国大使。2008 年から 2011 年まで JP モルガン証券株式会社副会長。 

 

 

 

 川 島 千 裕 
（かわしま ちひろ） 

 日本労働組合総連合会（連合）  

 総合政策局総合局長 

 

1963 年生まれ。1987 年に新日本製鐵株式会社入社。

1992 年より新日本製鉄本社労働組合の専従役員、2003

年より日本基幹産業労働組合連合会特別中央執行委員として連合総合生活開発

研究所へ派遣、2008 年より日本労働組合総連合会へ派遣、2011 年より現職。 

 

 

 

 

 川 崎 研 一 
（かわさき けんいち） 

 政策研究大学院大学（ＧＲＩＰＳ） 

 政策研究院シニア・フェロー 

 

経済学博士（大阪大学）。昭和 58 年東京大学卒業後、

旧経済企画庁入庁。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

エコノミスト、内閣府経済社会総合研究所上席主任研究官、内閣府経済見通し

担当参事官等を経て、2013 年 10 月より現職。経済産業研究所コンサルティン

グフェロー、日本国際問題研究所客員研究員を兼務。 
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＜講 演＞ 

 

 大 西 茂 志 
（おおにし しげし） 

 全国農業協同組合中央会（ＪＡ全中） 常務理事 

 

昭和 30 年北海道生まれ。昭和 54 年北海道大学農学部

を卒業後、同年全国農業協同組合連合会（ＪＡ全農）

入会。営農総合販売企画部長等を経て、平成 23 年より

現職。 

 

＜第２部＞ 

モデレータ 

 

 本 間 正 義 

（ほんま まさよし） 

 東京大学大学院 農学生命科学研究科教授 

 

アイオワ州立大学大学院にて博士号（Ph.D.）取得後、

小樽商科大学教授、成蹊大学教授等を経て 2003 年よ

り現職。主著に『農業問題の政治経済学』（NIRA 東畑

記念賞受賞）、『現代日本農業の政策過程』、『農業問題』など。2010-12 年日本

農業経済学会会長。現在、規制改革会議農業ワーキンググループ専門委員、国

家戦略特区ワーキンググループ専門委員を務める。 

 

 

パネリスト 

 

 梅 津 克 彦 

（うめつ かつひこ） 

 ヤマト運輸株式会社  

 執行役員グローバル事業推進部長 

 

昭和 32 年生まれ。 

2008 年 ヤマト運輸入社 グローバルアカウント担当

マネージャー。2009 年 本社グローバル営業部マネージャー（課長）。 

2013 年 本社グローバル事業推進部長。 

2015 年 執行役員グローバル事業推進部長 現在に至る。  
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 井 上 浩 行 

（いのうえ ひろゆき） 

 大裕鋼業株式会社 

 代表取締役社長 

 

S36 年 7 月生まれ 54 歳 

S59 年 3 月 立命館大学経済学部卒業。 

S59 年 4 月 伊藤忠商事（株）自動車

鋼材部 勤務。 

S62 年 5 月 NOVA STEEL PROCESSING（ｱﾒﾘｶ ｵﾊｲｵ州）勤務。 

S63 年 5 月 大裕鋼業（株） 勤務、H14 年 2 月 代表取締役社長に就任。 

商工組合中央金庫（株） 経営諮問委員・同全国ユース会副会長。 

大阪鉄鋼流通協会 副会長。 

 

 

 佛 田 利 弘 
（ぶった としひろ） 

 公益社団法人 日本農業法人協会 副会長 

 株式会社ぶった農産 代表取締役社長 

 

1983 年農林水産省農業者大学校卒業後、自家の農業に

従事、水稲と漬物の農産加工に取組む。1988 年経営を

有限会社化、1994 年農水省 農政審議会専門委員、2001 年経営を株式会社化し

社長に就任。2010 年行政刷新会議規制制度改革に関する分科会委員、食と農林

魚業の再生 実現会議構成員、2012 年北陸先端大知識科学研究科修士技術経営

(MOT)コース修了、2014 年公益社団法人日本農業法人協会副会長、 2015 年野々

市市農業委員、農匠ナビ 1000 コンソーシアム経営部会長、農事塾を主宰。 

 

 

 小 田  保 

（おだ たもつ） 

 一般社団法人 九州経済連合会 農林水産部長 

 

昭和 52 年山口大学経済学部を卒業後、同年東陶機器

（株）（現 TOTO（株））入社。同中国支社販売推進部長、

九州支社販売推進部長を経て、平成 18 年から同 22 年

まで TOTO 北部九州販売（株）代表取締役社長。同 22 年より九州経済連合会出

向、産業第 2 部長（現農林水産部長）を務める。 

以 上 


